
1広域大規模災害を想定した放送サービスの維持・確保方策の充実・強化検討チーム
取りまとめを踏まえたフォローアップ

・ 放送事業者による災害対策本部へのリエゾン派遣の検討推進
・ 官民連携の訓練等を通じた連携体制の充実、緊急対応力の向上

①リエゾン派遣などを通じた官民連携の充実

・ 発災時における東経110度CS放送のニュース専門チャンネルの
スクランブル解除の検討・周知、他の衛星放送による代替の検討
・ 総務省による配信も含めた情報伝達手段の重層化に向けた
体制づくり、情報発信

③衛星放送やインターネットによる地上波放送の代替・周知

・ 避難所等の受信環境確保に向けた国、自治体、放送事業者間の
  連携、体制構築

⑤受信環境の確保、平時からの備え

・ 臨時災害放送局の無線従事者資格の要件見直し
・ 希望地域における利用可能周波数の事前選定
・ 総務省による関係機関との協力体制の構築に向けた支援

④臨時災害放送局の活用促進

＜主な取りまとめ事項（提言）＞

・ 放送事業者における実効性のある事業継続計画の策定、検証
・ 総務省による放送ネットワークの強靱化等の財政支援
・ 緊急時における許認可手続きの簡素化の検討

②事業継続計画の実効性確保、放送ネットワークの強靱化

＜実施状況＞

（R8年３月末現在）

・ 放送対象地域別に地上テレビ事業者間でリエゾン派遣に係る取決めを全国
で締結。ケーブルテレビ事業者でも業界団体を中心に取決めを継続検討。

・ 総務省主催の官民連携訓練への放送事業者の参加（令和７年度）。

・ 耐震対策、離島向け中継ルート変更、公設ケーブルの民設移行に係る
  補助率かさ上げなどの強靱化対策を拡充。

・ 東経110度CS放送のニュース専門チャンネルのスクランブル解除の体制を
  整備済。

・ 災害時の放送受信環境（情報入手手段の重層化）の整備促進のための
  リーフレット作成（継続的に自治体等へ周知予定）。

・ 臨時災害放送局や難聴・災害対策に有効なワイドFMの認知度を高め、
  受信可能なラジオ端末を普及促進する周知広報を実施。

・ 指定避難所の受信環境に関する現状調査に基づく受信環境の構築事例集
  や、地上波放送の代替手段を紹介するリーフレットを作成（継続的に自治体
  等へ周知予定）。

・ 次期設備更新時期（2040年頃）までを当面の目途とし、放送が、その
社会的役割を維持していくためのアクションプランを策定。

別紙１

・ 大規模災害発災時には代替視聴手段を総務省ホームページへ掲載。



2（参考）リエゾン派遣の取決締結状況について（令和８年１月２６日現在）

秋田県
R6.12月19日

岩手県
R7.1月17日

宮城県
R7.1月14日

福島県
R6.12月11日

静岡県
R6.12月25日

中京
（愛知、岐阜、三重）

R6.12月18日

青森県
R7.1月15日

石川県
R6.8月23日 富山県

R7.1月7日

福井県
R7.1月20日

新潟県
R7.2月26日

長野県
R7.2月20日

山形県
R7.3月7日

関東（茨城、栃木、群馬、埼玉、
千葉、東京、神奈川）

R7.9月5日

山梨県
R7.4月11日

近畿（滋賀、京都、奈良、大阪、
兵庫、和歌山）

R7.４月11日

北海道
R7.３月28日

山口県
R7.5月14日

鳥取県・島根県
R7.6月18日

広島県
R7.4月11日

大分県
R7.３月19日

宮崎県
R7.３月18日

福岡県
R7.４月22日

佐賀県
R7.5月30日

長崎県
R7.5月26日

鹿児島県
R7.５月９日

沖縄県
R8.1月26日

熊本県
R7.４月１日

※日付は締結・合意日

高知県
R7.2月20日

徳島県
R7.3月4日

岡山県
R7.5月15日

愛媛県
R7.４月17日

香川県
R7.5月15日

※余白の関係で、わが国固有の領土のうち一部島しょは掲載していない。



（参考）放送ネットワークの強靱化に係る財政支援

被災情報や避難情報など国民の生命・財産の確保に不可欠な情報を確実に提供するため、大規模災害時において
放送が継続出来るよう、地上波テレビ、ラジオ及びケーブルテレビの放送ネットワークの耐災害性強化を推進するとともに、
災害発生後の早期復旧を支援。

令和８年度予算額 15.9億円 （令和７年度予算額 18.8億円、令和７年度補正予算額 20.2億円）

・ 災害発生時に放送を継続させるため、南海トラフ地震等を見据え、

地上基幹放送の放送局の耐震対策や停電対策等の耐災害性強化の事業費の

一部を補助。

・ 放送ネットワークの強靱化と耐災害性強化のため、予備送信所や

災害対策補完送信所等の事業費の一部を補助。

・ 更なる放送ネットワークの強靱化に資するため、中継ルートの変更、

送信所設備等の災害復旧や、災害情報の迅速・正確な伝達のための

設備整備費用の一部を補助。

地上基幹放送の耐災害性強化 ケーブルテレビの耐災害性強化

・ 災害時に確実かつ安定的な情報伝達が確保

されるよう、ケーブルテレビネットワークの光化・

複線化等による耐災害性強化の事業費の一部を

補助。

・ 令和６年能登半島地震により被害を受けた地域の

ケーブルテレビ関連設備の復旧に係る事業費の

一部を補助。

※このほか、民放ラジオの難聴解消、地上デジタル放送の環境整備に係る予算が含まれる。
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4（参考）避難所実態調査・放送受信環境確保のための周知広報

避難所実態調査の結果（テレビ受信環境）

地上波放送、衛星放送の受
信環境が両方備わっている

地上波放送の受信環境は備
わっているが、衛星放送は
ない

衛星放送の受信環境は備
わっているが、地上波放送
はない

放送の受信環境が備わって
いない

各避難所における放送受信環境
（N=11,441 / Nは回答避難所総数）

災害時における様々な情報入手手段の紹介

東経１１０度ＣＳスクランブル解除の取組

災害時の放送受信リーフレット

令和７年11月、避難所における放送等受信環境に係る
アンケート調査を実施し、全国411の市町村から回答を得
た。回答のあった11,441の避難所のうち、地上波・衛星放
送いずれも視聴可能な避難所の割合は約６%、放送の
受信環境がない避難所の割合は約25%だった。

⇒放送受信環境構築・充実のため、リーフレット等を活用
   した周知を実施予定



5（参考）大規模災害発災時の代替視聴手段 総務省ホームページ掲載イメージ

代替視聴手段を提示

総務省ホームページ トップページ画面から放送停止情報ページへ



6（参考）ワイドＦＭ放送認知向上のための取組

https://www.youtube.com/shorts/WfRinA61DEk https://www.youtube.com/shorts/wNdiwsKvz2I

民間ラジオ放送事業者が実施するFM補完放送(ワイド
FM)の特長であるクリアな音質や、災害時にも乾電池
さえあれば情報を得られる有益性についての理解向上を
目指し、声優の伊藤美来さんを起用した初の縦型ショー
トドラマ「毎日に、万一に、ワイドFM」を、2026年3月
2日より公開。



7（参考）臨時災害放送局に関する番組紹介(NHK製作ドラマ)

2026年3月30日より、臨時災害放送局を舞台にした
連続ドラマ「ラジオスター」がNHKで放送・配信。
2025年７月に開設された石川県能登地方の災害FM
や、能登半島地震・能登半島豪雨の被災者への取材
なども参考にして制作されたオリジナルドラマ。

（NHKホームページより引用）
https://www.nhk.jp/g/ts/5W3ZGZ9JN5/
https://www.nhk.jp/g/ts/5W3ZGZ9JN5/blog/bl/p2J6G15W82/bp/przvWMKz2r/
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